
特集新たな国土交通省技術基本計画

1.　はじめに

国土交通省 国土技術政策総合研究所（以下，
「国総研」という）は，茨城県つくば市（土木・
建築分野）と神奈川県横須賀市（港湾・空港分野）
に拠点を置く，住宅・社会資本分野における唯一
の国の研究機関である。国総研は，これまでも，
国土交通省の政策ニーズや社会資本整備の現場を
基点とした研究開発を実施するとともに，社会資
本整備に携わる技術者の育成に取り組んできたと
ころである。

その中で，「第 6 期国土交通省技術基本計画」
（令和 8 年 3 月策定）において，国総研は，「産学に
おいて急速に進展する多様な技術を研究開発に取
り込むことのできるように，研究開発を統括する

「マネジメント機関」としての機能とその体制を強
化すること」が必要であると示されている。また，
同計画において，「技術開発を支える人材育成」
が横断的技術政策の一つとして掲げられている。

新技術を研究開発から社会実装までスムーズに
移行させるためには，国の研究機関や国立研究開
発法人等で技術開発に直接携わる研究職員のみで
はなく，行政機関の技術開発政策担当や社会資本
整備の現場技術者，大学や民間企業において研究
開発を行う者など，多種多様な組織・立場の人材

を戦略的に育成・確保していくことが重要である。
本稿では，研究開発に携わる自らの組織の研究

職員はもちろんのこと，社会資本整備に携わる多
種多様な人材の育成および確保に関する国総研の
取組について紹介する（図－ 1）。

2.　高度専門人材の育成・確保の取組

研究を実施するにあたっては，研究能力を有
し，対象とする分野に精通した高度専門人材は必
要不可欠である。博士人材の増加に向けた施策は
政府全体で取り組まれており，文部科学省では，
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図－ 1　国総研による人材育成・確保の取組

国土技術政策総合研究所による
技術開発を支える人材の育成・確保
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社会における博士人材の多様なキャリアパスの構
築，大学院改革と学生等への支援，学生本人への
動機づけといった具体的取組による博士号取得者
数の引き上げを目指している 1）。図－ 2は，大学
院（博士課程）入学者数の推移である。2003 年
度をピークに長期的な減少傾向にあったが，2023
年度から増加傾向に転じている 2）。

国土交通分野の研究開発を主に担うのは，工学
系，とりわけ土木工学，建築工学等を専攻する高
度専門人材であるが，これらの人材の増加に向け
た取組を国土交通省として実施していく必要があ
る。また，絶対数の増加だけでなく，政策の動向
や社会資本整備の現場の状況を理解し，社会課題
に的確に対応できる人材を育成していく必要があ
る。

⑴　連携大学院の設置
「連携大学院制度」とは，大学と外部の研究機

関が連携して，大学院の学問領域と研究機関の研
究開発領域を融合した学位課程を編成し，その課
程で学んだ学生が学位を取得する制度である。国
総研では，これまでも連携大学院制度に基づき，
研究職員が客員教員として大学での講義や学生へ
の論文指導，短期間の実習指導等を行ってきた実
績はある。

しかしながら，学生が研究活動を行う拠点は大
学であり，客員教員となった研究職員の研究指導
も大学から委嘱を受けた個人としての活動の意味

合いが強く，継続的な人材育成・確保の観点から
は連携大学院制度を戦略的に活用できていなかっ
た。

国総研では今後，組織的かつ継続的な取組とし
ていくため，国総研に連携大学院を設置し，博士
号取得を目指す学生を積極的に受け入れる体制を
整えるとともに，連携する大学から教授または准
教授として承認された職員が中心となり，国総研
を拠点として学生に対する研究指導を行っていく
方針としている。

具体的な学位課程のイメージとしては，住宅・
社会資本整備に関する政策や現場における最前線
の技術的課題を研究テーマに設定し，国総研が保
有する実験施設やデータ等を活用しながら研究活
動を行い，成果を博士論文としてとりまとめると
ともに，課程修了に必要な授業科目については連
携する大学において履修する仕組みとすることを
想定している。

国総研に連携大学院を設置することにより，高
度な専門的知見を有して社会課題に的確に取り組
むことのできる博士人材を社会に輩出するととも
に，学位を取得した学生を国総研の研究職員とし
て採用することにより，住宅・社会資本分野の技
術開発の中核を担う研究者としてキャリアアップ
していくことを期待している。

なお，国総研では，まずは同じつくば市に拠点
を置く筑波大学と連携大学院の準備を進めてお
り，令和 9 年度の開設を目指しているところであ
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図－ 2　大学院（博士課程）入学者数の推移 2）
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る。また，筑波大学以外の大学とも同様な連携大
学院の取組を順次拡大していきたいと考えている。

⑵　博士号取得者の積極的採用
国総研では，博士号取得者を対象として，住

宅・社会資本に関する分野におけるさまざまな研
究課題に従事するパーマネント型の研究職員に加
え，国の「任期付研究員制度」を活用し，最先端
の社会資本整備に関する政策や現場ニーズに直結
する研究課題に従事する研究職員の公募・採用を
行っている。

これにより，社会資本整備分野の研究に携わる
博士人材の確保とともに，研究者が国の研究機関
で研究実績を積むことによる任期満了後のキャリ
アアップや，異分野から国土交通分野の研究開発
へ参画するなど，博士人材の多様なキャリアパス
の支援を目指している。
図－ 3は，これまで採用した任期付研究員の前

職および転職先の内訳を示している。大学や民間
企業等の研究機関での研究実績のある方や，博士
課程修了直後の大学院生など，幅広い層の方を採
用している。また，任期満了後のキャリアについ
ても，他の研究機関等にキャリアアップして転職
される方や，選考を経て国総研のパーマネント型
の研究職員として採用される方など多様である。

これまでの任期付研究員の公募は，年間数件程
度にとどまっていたが，令和 7 年度については，
土木系の 6 つの研究部門全てから研究課題（合計
10 件）の公募を行うなど，積極的な公募・採用

を行っているところである。

⑶　若手技術系職員の育成
国総研を含む国土交通省では，平成 25 年度か

ら，入省 4 年目までの若手技術系職員の育成を体
系的に取り組んでいる。図－ 4は，これまでの取
組の経験をもとに，研究職員がどのような知識・
能力を習得すべきかを体系的に整理したものであ
る 3）。

若手技術系職員の育成に向けて研究部門と企画
部門が連携し，主に研究室での研究業務に従事す
る こ と で 専 門 知 識 や 研 究 能 力 を 身 に 付 け る

（OJT：On the Job Training）とともに，企画部
門が企画する育成コンテンツにより研究能力の定
着を支援（Off-JT）し，着実な育成を図っている。

具体的な取組として，個々人に合わせた研究業
務を通した年間育成プログラムの年度半期ごとの
目標設定と振り返り，技術課題の明確化や研究計

■大学（教職員等）
■民間企業
■財団法人
■行政機関

■大学（学生・研究員等）
■公的研究機関
■国総研（選考採用）

15

28
7

7

7

0
2

前職（現職含む）

30

0

6

7

2
4

0
転職先

図－ 3　  任期付研究員の前職および転職先内訳 
（令和 8年 4月 1日時点）

図－ 4　国総研研究職員の人材育成体系（宮原 3）をもとに作成）
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画の策定といった研究能力を向上させるための勉
強会，社会資本整備の現場の状況と国総研の研究
成果が現場でどう反映されるかを学ぶための現場
見学会，各研究部門における最新の研究動向につ
いて学ぶ定期講習会，所内発表会における若手の
発表機会の提供等を実施している。

⑷　リサーチアシスタント制度の創設
国総研では，非常勤職員の一種として，大学院

生に週 1 日程度，研究の補助業務に従事してもら
う制度を令和 7 年度に創設した。短期的な研究業
務従事者の確保だけでなく，実務を通した学生に
対する専門的学びの機会の提供や，国総研の将来
的な博士人材の確保につなげることを目的として
いる。

令和 7 年 10 月に土砂災害研究部において初め
て 1 名採用し，研究室内における研究業務の補助
の他，現地調査にも同行してもらった。令和 8 年
度 4 月に都市研究部において 1 名採用しており，
今後も制度の検証・改善を進めながら活用を広げ
ていく。

3.　現場技術者の育成の取組

「現場技術者」とは，主に河川や道路等の社会
資本整備の管理を担う地方整備局や地方公共団体
等の技術職員ならびに設計・施工を担う建設コン
サルタントおよび建設業の技術者を指す。国総研
では，地方整備局や地方公共団体等向けに，政策
や事業の実施に関する技術相談窓口を設置するな
ど，現場の技術支援を担うとともに，現場技術者
を直接育成する取組も進めている。

⑴　道路管理技術者の出向による育成
道路構造物が急速に高齢化する中，対策にあた

る人材と技術力の確保が課題となっている。その
ため，平成 27 年度から，各地方整備局の道路管
理技術者を，2 年間程度出向という形で道路構造
物研究部の研究者として受け入れ，研究業務を経

験する中で，道路の維持管理に関する高度な専門
知識を有する中核技術者として育成している（図
－ 5）。

具体的には，技術基準原案の検討，技術指導，
調査研究への参画や，専門家の現地調査にも同行
し直接スキルを学ぶことで，能力・感覚・技術力
を養成する。また，災害や不具合発生時には現場
の調査，技術指導などを実践している。

令和 7 年度までに 55 名が出向経験を積み，そ
の後，地方整備局に戻った職員は主に維持管理分
野等で活躍している。

⑵　土砂災害技術者の育成支援
大規模土砂災害が発生すると，被災した地方整

備局等だけでは土砂災害への対応に精通した職員
が不十分となる状況が予想される。そのため，平
成 25 年度から，地方整備局等職員に対する土砂
災害対応の能力開発に向けた育成支援プログラム
を実施している。

プログラムは国立研究開発法人土木研究所，近
畿地方整備局 大規模土砂災害対策技術センター
の協力の下，全ての地方整備局等の河川系および
道路系職員を対象に座学と現地での演習を行うも
のである。令和 7 年度までに河川系職員 110 名，
道路系職員 59 名がプログラムに参加している。

⑶　交流研究員の受け入れ
地方公共団体や民間企業等の外部の技術者を

「交流研究員」として受け入れ，研究職員の指導
を受けながら，住宅・社会資本整備に関する政策
の企画・立案や技術基準原案の作成に関する知見

国総研道路構造物研究部

 災害発生時・不具合発生
時の現地調査や技術指
導

 技術基準類の検討・改定

 道路構造物の点検デー
タの分析 等

橋梁研究室

・橋梁上部工
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図－ 5　道路管理技術者の出向による育成
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等を習得する機会を提供している。
図－ 6は，最近 5 カ年における交流研究員の受

け入れ実績である。主に建設コンサルタントや建
設会社，地方公共団体等から社会資本整備に従事
する現場技術者を受け入れている。また，令和 8
年度は，初めてスタートアップ企業から 1 名の受
け入れが実現した。

4.　‌�研究開発マネジメント人材の‌
育成・招へい

研究開発マネジメント人材とは，研究内容に関
する深い理解・洞察を有し，組織マネジメント，
プロジェクトマネジメント，産学連携・知的財産
マネジメント，研究基盤マネジメントに携わる高
度専門人材を指す。研究開発においては，研究者
が全てのことを担うのではなく，研究開発マネジ
メント人材がさまざまなマネジメント業務を担い
研究者と協働することで競争力のある研究を行
い，研究力強化を図ることが求められている 4）。

文部科学省においては，我が国全体の研究開発
マネジメント人材の量的不足の解消および質の向
上を図るとともに，適切な処遇・キャリアパスの
確立を推進しているところである 4）。

また，国総研と同じく社会資本整備における技
術開発を担う土木研究所においては，内閣府の戦
略的イノベーション創造プログラム（SIP）第 3
期の課題の一つである「スマートインフラマネジ
メントシステムの構築」の研究推進法人を担当し

ており，役割遂行の拠点として「戦略的イノベー
ション研究推進事務局」を設置し，分野や組織を
超えた研究プロジェクト全体の管理を実施してい
る 5）。

社会資本整備における技術開発の「マネジメン
ト機関」に位置づけられた国総研においても，研
究開発マネジメント人材の育成に取り組んでいく
必要がある。

⑴　PM研修の受講・送り出し
国立研究開発法人科学技術振興機構において，

研究開発構想を立案し，優れた研究シーズや研究
者を目利きし，分野や組織を超えてプログラムを
編成することのできるプログラムマネージャーを
育成する，「プログラムマネージャーの育成・活
躍推進プログラム（PM 研修）」が開講されている。

国総研ではこれまで 1 名の受講実績があるが，
今後は組織として，研究開発マネジメント人材の
所内での認知拡大を図るとともに，公務としての
受講の呼びかけを行っていく。

⑵　組織・分野横断型技術開発の促進
国総研では，研究部門が河川や道路など所管す

る施設ごとに分かれており，通常は各部門におい
て専門的な技術開発を行っているが，社会課題が
複雑化する中で，組織・分野横断的な技術開発
や，外部の研究機関の連携による他分野の技術を
融合させた技術開発が求められている。

令和 5 年度から 2 年間，複数の研究部門が共同
で，社会資本の維持管理や被災把握における人工
衛星観測データの活用に関する技術開発を実施し
た実績 6）があるが，このような組織・分野横断
的な研究を多く実施していくための組織体制が十
分ではなかった。

そこで，令和 8 年度に「イノベーション推進研
究官」を新設し，組織・分野横断的な技術開発の
企画を活性化する体制を構築した。研究職員に組
織・分野横断的な技術開発に携わらせることで，
研究開発マネジメント人材としての育成を目指し
ていく。
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図－ 6　最近 5カ年における交流研究員受け入れ実績
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⑶　官民連携した技術開発体制の構築
現場での施工技術や品質管理技術など，主に民

間企業が技術開発を進めている分野について，高
度な技術力を持つ技術者を民間企業から招へい
し，官民が連携して制度面と技術面の両面から技
術開発および人材育成を行う仕組みを構築した。

令和 8 年 1 月に，ダム分野でこの取組を開始し
た。ダム建設においては，働き方改革，物価高騰
等の影響により施工期間が長期化し，事業費は増
大の傾向にある。これに対応し，より一層の生産
性を高めるためには，設計から施工までのプロセ
スを見直すだけでなく，変形労働制の活用など制
度面も含めて検討が必要である。

そのため，民間企業 2 社から高度な技術力を有
する技術者を招へいし，所内で官民連携による技
術開発に向けた議論を開始したところである（図
－ 7）。今後，自動施工や建設マネジメントなど
の他分野にも拡大していくことを目指している。

5.　今後の展望

国総研では，国総研の研究職員を育成するだけ
でなく，国総研から知識・技術を得た人材が社会
資本整備におけるさまざまな組織・立場で活躍す
ることを願っている。

また，人材育成・確保の取組により，さまざま
な専門性や経歴を保有する人材が国総研に集積さ
れることは，現場ニーズと技術を結びつけ，イノ
ベーションの創出にも寄与するものである。

社会資本整備における「イノベーション・エコ
システム」の中心的役割を果たすべく，国総研の
研究開発の強化を進めるとともに，技術開発を支
える人材育成・確保の取組のさらなる深化を図っ
ていく。
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図－ 7　  ダム分野における官民連携による技術開発 
の体制
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